
 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道 １０.４５％ 石川県 １０.１１％ 岡山県 １０.１８％ 

青森県 ９.９６％ 福井県 ９.９８％ 広島県 １０.０４％ 

岩手県 ９.７４％ 山梨県 ９.７９％ 山口県 １０.２２％ 

宮城県 １０.０１％ 長野県 ９.７１％ 徳島県 １０.２９％ 

秋田県 １０.１６％ 岐阜県 ９.８３％ 香川県 １０.２８％ 

山形県 １０.０３％ 静岡県 ９.７２％ 愛媛県 １０.２２％ 

福島県 ９.６４％ 愛知県 ９.９１％ 高知県 １０.１７％ 

茨城県 ９.７４％ 三重県 ９.８１％ 福岡県 １０.２２％ 

栃木県 ９.８７％ 滋賀県 ９.７８％ 佐賀県 １０.６８％ 

群馬県 ９.６６％ 京都府 １０.０６％ 長崎県 １０.２６％ 

埼玉県 ９.８０％ 大阪府 １０.２９％ 熊本県 １０.２９％ 

千葉県 ９.７９％ 兵庫県 １０.２４％ 大分県 １０.３０％ 

東京都 ９.８４％ 奈良県 １０.００％ 宮崎県 ９.８３％ 

神奈川県 ９.９９％ 和歌山県 １０.１１％ 鹿児島県 １０.３６％ 

新潟県 ９.５０％ 鳥取県 ９.９７％ 沖縄県 ９.９５％ 

富山県 ９.５９％ 島根県 １０.０３％ ― ― 

全国一律 １.８０％（１.７９％から変更） 

●65 歳までの高年齢者雇用確保措置のある企業の状況 

１ 高年齢者雇用確保措置の実施状況 

65 歳までの雇用確保措置のある企業の割合は「99.9％（0.1 ポイント増加）」 

２ 65 歳定年企業の状況 

65 歳定年企業の割合は「18.4％（1.2 ポイント増加）」 

人事・労務に役立つ NEWS LETTER 

事 務 所 通 信 3 
2021 

令和３年３月分からの協会けんぽの保険料率が決定 

 

2021 年（令和 3 年）3 月号 

11200 日 

厚生労働省から、「令和２年「高年齢者の雇用状況」集計結果（６月 1 日現在）」が公表されました。 

 毎年恒例の集計結果の公表ですが、今回の集計結果は、高年齢者雇用安定法に基づき雇用状況を報告した従業

員 31 人以上の企業 164,151 社の状況をまとめたものです。集計結果の主なポイントは、次のとおりです。 

中小企業の従業員の方を中心とした健康保険を取り仕切る全国健康保険協会は、基本的に、毎年１回、３月

分（４月納付分〈補足〉）から適用される保険料率の見直しを行います。令和３年３月分から適用される保険料率は、

次のように決定されました。〈補足〉企業が納付する健康保険の保険料の納付期限は翌月末日であるため、３月分は４月納付分 

１ 一般保険料率〔都道府県単位保険料率〕      は変更あり（富山県以外は変更あり） 

66歳以上働ける制度のある企業が約３分の１（令和２年「高年齢者の雇用状況」集計結果） 

発行：社会保険労務士法人 上町労務 

〒540-0026 大阪市中央区内本町 2-3-8 ダイアパレスビル本町 201 号 

TEL 06-6948-6098  FAX 06-6948-6096  e-mail: leadsk@lime.ocn.ne.jp 

http://osakaroumu.net/ 

 

㊟ 健康保険組合が管掌する健康保険においては、組合独自の保険料率となっており、介護保険料の負担の仕方も異なる場合があ

ります。所属する組合の規約等をご確認ください。 

★今回の見直しに対応した各都道府県における「健康保険・厚生年金保険の保険料額表」も公表されています。

必要であれば、貴社に適用される保険料額表のダウンロードページをご案内いたします（紙でご用意することも

可能です）。給与計算ソフトをお使いの場合には、その設定に注意しましょう。確認したいことなどがあれば、気

軽にお声掛けください。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・令和２年「高年齢者の雇用状況」集計結果のポイント・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

２ 介護保険料率〔全国一律／40歳以上 65歳未満の方について、１に加えて負担・納付〕 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・令和３年３月分からの協会けんぽの保険料率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 



◆あとがき◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔問〕企業が従業員に在宅勤務手当を支給した場合は、従業員の給与として課税する必要はありますか。 

〔答〕在宅勤務に通常必要な費用について、その費用の実費相当額を精算する方法により、企業が従業員に対して

支給する一定の金銭については、従業員に対する給与として課税する必要はありません。 

なお、企業が従業員に在宅勤務手当（従業員が在宅勤務に通常必要な費用として使用しなかった場合でも、そ

の金銭を企業に返還する必要がないもの〈例えば、企業が従業員に対して毎月 5,000 円を渡切りで支給するも

の〉）を支給した場合は、従業員に対する給与として課税する必要があります。 

〔問〕在宅勤務を開始するに当たって、企業が従業員に事務用品等（パソコン等）を支給した場合は、従業員の 

給与として課税する必要はありますか。 

〔答〕企業が所有する事務用品等を従業員に貸与する場合には、従業員に対する給与として課税する必要はありま

せんが、企業が従業員に事務用品等を支給した場合（事務用品等の所有権が従業員に移転する場合）には、従業

員に対する現物給与として課税する必要があります。 

上記の「貸与」については、例えば、企業が従業員に専ら業務に使用する目的で事務用品等を「支給」という

形で配付し、その配付を受けた事務用品等を従業員が自由に処分できず、業務に使用しなくなったときは返却を

要する場合も、「貸与」とみて差し支えありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅勤務に係る費用負担等に関するＦＡＱ（源泉所得税関係）を公表（国税庁） 

国税庁から、「在宅勤務に係る費用負担等に関するＦＡＱ（源泉所得税関係）」が公表されました。 

テレワークのうち在宅勤務では、費用負担についてトラブルが生じやすいとされていますが、このＦＡＱで

は、在宅勤務に係る費用負担等について、税制上の取扱いで質問が多い事項などを取りまとめたものとなって

います。いくつか抜粋してお伝えします。 

★令和３年４月１日からは、高年齢

者雇用安定法の改正により、70 歳

までの就業機会の確保が企業の努

力義務とされます。これが施行され

ると、66 歳以上働ける制度のある

企業等がさらに増加することにな

りそうです。 

この改正の施行により、企業の皆

様は、これまでの 65 歳までの雇用

の確保から、もう一段階取り組みを 

お仕事 
カレンダー 
３月 

3/10 ● 2021 年 2 月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の納付 

 3/15 ● 2020 年分の所得税、個人住民税、個人事業税、贈与税の確定申告期限 ※4/15 まで延長 

3/31 ● 2 月分健康保険料・厚生年金保険料の納付 

● 1 月決算法人の確定申告と納税・2021 年 7 月決算法人の中間申告と納税（決算応当日まで） 

● 4 月・7 月・10 月決算法人の消費税の中間申告（決算応当日まで） 

● 個人事業者の消費税・地方消費税の確定申告 ※4/15 まで延長 

 

●66 歳以上働ける企業の状況 

１ 66 歳以上働ける制度のある企業の状況 

66 歳以上働ける制度のある企業の割合は「33.4％（2.6 ポイント増）」 

・中小企業における割合は「34.0％（2.6 ポイント増加）」 

・大企業における割合は「28.2％（2.9 ポイント増加）」 

２ 70 歳以上働ける制度のある企業の状況 

70 歳以上働ける制度のある企業の割合は「31.5％（2.6 ポイント増加）」 

・中小企業における割合は「32.1％（2.5 ポイント増加）」 

・大企業における割合は「26.1％（2.8 ポイント増加）」 

進めて、高齢社員の強みを活かした人事管理制度を整えていく必要があるといえるでしょう。70 歳までの就業

機会の確保について、不明な点などがあれば、気軽にお尋ねください。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・在宅勤務に係る費用負担等に関するＦＡＱ（源泉所得税関係）のポイント・・・・・・・・・・・・・・・・ 

★在宅勤務に通常必要な費用について、実費精算の形で従業員に支給する金銭は給与に該当せず税金は発生

しません。一方、定額の在宅勤務手当は給与に該当し税金が発生するというのが基本です。このＦＡＱでは、

このような前提となる取扱いを説明したうえで、「通信費に係る業務使用部分の計算方法」、「電気料金に係る

業務使用部分の計算方法」なども取り上げています。詳細につきましては、気軽にお尋ねください。 


